第1章　東アジア主要経済の展望
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はじめに－　本報告書は，東アジア主要11ヵ国・地域（日本，中国，香港，韓国，台湾，インドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポール，タイ，ベトナム）の経済について，近年の動向を振り返ると共に今後の見通しを定めたものである。さらに中期的動向に関連する重要な短期の経済変動や政治・社会動向を分析し，同時に主要な問題点が何であるかを明らかにしながら，東アジア経済に関する基本情報を提供する。本報告書は，東アジア経済に関心を持つ学識者，実業家，政策当局に役立つよう簡潔を期している。本章では地域全体の観点から重要度の高い問題の概要について触れ，第2章以降の構成について手短に説明する。

2006年の経済成長と2007年の予測－　公式発表された2006年第1～3四半期の経済成長率等に基づいた予測によると，同年通年の経済成長は，東アジアのほとんどの国・地域で加速した（表1.1）。とはいえ，それほど急な成長は見られず，前年と比較した実質GDP成長率の上昇幅は，最も大きかったシンガポールで1.3％ポイント，韓国で1.0％ポイントであった。これらを除けば，0.6％ポイント以上上昇した国・地域は見られず，香港とベトナムに関しては成長がむしろ減速した。ただし，多くの国・地域において，経済成長率は1998～99年，2001～03年に比べ高水準にある。2004年や2000年あるいは1997～98年の経済危機以前ほど経済成長率は高くはないが，2005年同様，2006年の東アジアの経済状態は良好であったといえよう。

中国の非常に急速な経済成長は引き続き東アジア地域全体に恩恵をもたらしている。各国経済の比較分析に有効な指標である購買力平価（PPP）で経済の大きさを測った場合，中国は1995年にはすでに域内最大であった（表1.1）。その後，10年以上続く急速な経済成長により，同国は経済大国となった。2006年で比較すると，中国のGDPは，本報告書でカバーする他の10ヵ国・地域のGDPの合計額を19％上回っている。一方，GDPを米ドルで測定した場合，中国は日本と比べてはるかに小さい経済となる。もっとも，この比較は，中国の消費者が限られた所得で日本や他の富裕国に比べて多くの物を購入できるという事実を無視している。近年，中国の経済成長率は緩やかに低下すると見る予測機関が多い。2007年についても同様の予測がなされている（表1.2）。それでも中国はアジアの中で（そして世界全体で）最も高い経済成長を続けると見られている。しかしながら，中には成長が大きく減速するリスクがあるとの見方もある。それは固定資本投資がかなり急速に増加し，最近ではGDPの5分の2以上を占めるようになっているということに関連している。これは，中国が過剰な生産設備を増やし続けており，近い将来その調整を強いられる可能性があることを意味している。さらに中国の銀行は多額の不良債権を抱え込んでいることで有名である。公式の統計では不良債権は貸付総額に対し2003年の18％から2005年には8.6％に低下しているが（China, Banking Regulatory Commission，various years），不良債権の多くは，固定資本投資の大部分を行っている国有企業によるものである。

域内のもう1つの経済大国である日本の経済成長率はここ20年間低いままである。これは，成熟した高所得経済であることにもよるが，中国と比較すると非常に低い。ただし，1年前の低成長の予測に反し，2006年の経済成長率は2％を上回ることになるだろう（表1.1）。低成長とはいえ，緩やかに日本経済が拡大することにより，1990年代初期のバブル崩壊やその後の不良債権問題で10年間続いた景気停滞から，やっと脱出したという期待感が膨らんでいる。ただし，多くの専門家は再度，日本の成長率が2007年には2％を下回ると見ている（表1.2）。それは日本の個人消費の伸びが比較的低いからである。また，2005～06年の成長を支えた民間投資と輸出の増大が続きそうにないことも懸念材料の1つである。

中国に次いで，ベトナム，シンガポール，香港も他国と比べて高い経済成長率が続いている（表1.1）。香港の経済は緩やかな成長が続いていたが（1998～99年および2001～03年は4％以下），その後3年連続の急成長となった。シンガポールでは成長率の上昇が見られた。これは両方とも，中継貿易に大きく依存しており，近年，旺盛な外需による莫大な恩恵を受けているからである。しかしながら，多くの専門家は，2007年には経済成長が減速すると見ている（表1.2）。一方，ベトナムの経済成長率は5年連続で7％を超えており，2000年から堅調に推移している。多くの専門家は2007年のベトナムの成長が減速すると見ているが，それほど大きな減速ではない。

韓国，インドネシア，マレーシア，フィリピンもまた2006年には5.0～5.8％と緩やかに成長し，またその成長率は前年と比べ高い（表1.1）。インドネシアにおける原油価格高騰の影響は2006年第1～3四半期の内に収まり，その後は安定した成長を遂げている。マレーシア，フィリピン，韓国もまた安定した成長を続けている。台湾とタイは2006年の経済成長が最も低かった国・地域であるが，それでも4.3～4.5％の成長率を記録した。2007年について専門家は，インドネシアとタイでわずかながら成長率の上昇が見られ，マレーシアとフィリピンでは変わらず，そして韓国と台湾ではわずかながら成長が減速すると見ている（表1.2）。ただし以下で見るように，多くの地域では政情不安が経済成長を左右する可能性もある。

生活水準－　東アジアにおいて高成長が続いている最大の要因の1つは，20世紀後半に貧困問題が著しく改善されたことである。1980年頃，ベトナム，中国，インドネシア，タイは世界の貧困国であった。最新の国際通貨基金の統計によると（International Monetary Fund，various years d），PPPで測った1人当たりGDPは149ヵ国中，ベトナムが141位，中国が138位，インドネシアが111位，タイが97位で，世界でも最貧国の位置付けであった。しかしながら，2005年までにこれらの経済は改善され，ベトナムが104位，中国が73位，インドネシアが93位，タイが61位と149ヵ国中の順位を上げた。このように見事な生活水準の向上はマレーシアでも見られ（67位から54位へ上昇），日本，香港，シンガポール，台湾，韓国といったすでに高所得経済に成長した国・地域も同じ軌跡をたどってきた。一方，フィリピンでは経済成長率の低さが貧困削減の妨げとなり，その水準は75位から88位へと下降した。インドネシアでも1997～98年のアジア通貨危機後の低成長が貧困削減を遅らせている。

1人当たりGDPは生活水準を推し量る完全な尺度ではない。1人当たりGDPは市場取引されない付加価値が含まれず，その中にはプラスに働くもの（無償のボランティア・サービスなど）もあれば，マイナスに働くもの（補償されない公害など）もあるからだ。しかし，速報性を考慮すれば，おそらく1人当たりGDPが生活水準に関する最良の総合的指標であろう。異なる経済を比較するには共通の通貨を使う必要がある。今日，共通通貨として最も一般的に用いられているのは米ドルである。この米ドルによる評価方法では2006年の日本の1人当たりGDPは極めて高く，香港の1.3倍，韓国の1.9倍，タイの11倍，中国の17倍，そしてベトナムの47倍である（表1.1）。しかし，例えば中国やベトナムでは1米ドルを使って日本より多くのものを買うことができるため，この比較では高所得経済と低所得経済の所得格差を誇張しすぎることになる。なぜなら，大抵の場合，低所得国では非貿易財（主としてサービス）の価格が高所得国よりずっと低いからである。

この事実から見ると，GDPまたは1人当たりGDPの国際的な比較をする際，価格差を埋めるためにPPPで調整した数値を利用する方が望ましい。当然ながら，PPPを用いた場合，米ドル換算よりも高所得国（日本，香港，韓国，シンガポール，台湾）と低所得国（中国，インドネシア，フィリピン，ベトナム）の格差は一般的に小さくなる。例えば2006年において，購買力平価による日本の1人当たりGDPは，香港，シンガポールの水準を少し下回り，韓国のわずか1.5倍，タイの3.6倍，中国の4.0倍，ベトナムの10倍となる（表1.1）。また，一般に低所得国の経済は比較的急速に成長するため，高所得国と低所得国の1人当たりGDPには収斂性が見られる（フィリピンと経済危機後のインドネシアは例外である）。それにもかかわらず，高所得国と低所得国との格差は依然としてかなり大きく，貧困が低所得国に根強く残っていることがうかがえる。

インフレと金融・財政政策－　日本では1990年代初頭の不動産価格の崩壊以来，そして他の東アジア諸国・地域の多くでは1997～98年にかけてのアジア通貨危機以来となるが，東アジアのほとんどの経済においてインフレ率は非常に低い水準であった（表1.1）。2006年において消費者物価が1997年以来初めて東アジアの全ての経済で上昇したことにより，デフレ圧力が軽くなったという兆候もあった。しかし，消費者物価指数で測ったインフレ率は，日本，中国，韓国，香港，台湾，シンガポールの6ヵ国・地域では依然低いままで（2.4％またはそれ以下），マレーシアとタイの2ヵ国でも3.9～4.7％と緩やかな伸びである。一方，インドネシアでは2005年10月の原油価格高騰と燃料費補助金削減の影響で，非常に急速なインフレが生じた（13％）。以下第7章でも述べているように，原油価格の高騰と燃料費補助金の削減により生じたインフレは，2006年の第4四半期までに劇的に抑制された。ベトナムとフィリピンでも比較的高いインフレが続いているが（6.3～7.5％），インフレ率自体は2005年よりも低くなっている。

表1.2にまとめられた2007年の予測によれば，一般的に多くの国・地域（日本，中国，香港，韓国，台湾，マレーシア，シンガポール，タイ）で，消費者物価指数の上昇率は2006年同様に低い水準を保ち続けると予測されている。インドネシア，フィリピン，ベトナムでは比較的高い上昇率が続くと予測されるが，インドネシアでは大幅に，フィリピンとベトナムでは緩やかに上昇率が低下すると見られている。したがって，政府にとってインフレは2007年においては現在ほど深刻な問題とはならないようだ。とはいえ，ここ数年続いている高いインフレ圧力により，インドネシア，フィリピン，ベトナムでは，インフレ抑制を目的とした政策が強調されてきた。近年のインフレ圧力は，原油価格およびその他の商品価格の一時的または循環的な上昇によるところが大きいが，一方で，最近のインフレ率の上昇は貨幣供給量と財政赤字の抑制の重要性を改めて強調することとなった。

多くの国・地域，特に日本では，政府が総需要を刺激してデフレ圧力を除去しよう試みている。この点について，もう1つのインフレ指標であるGDPデフレータの上昇率で見た場合，日本，韓国，台湾，シンガポールといった主要経済で強いデフレ圧力が続いていることを強調しておく必要があろう（表2.2，5.2，6.2，10.2）。デフレ克服は，日本にとって非常に難しい問題であった。というのも，ここ数年の巨額の不良債権が資金の貸し渋りをもたらし，借り手は新たな負債を背負い込むことを渋っているからだ。韓国もまた最近の消費者負債の増大が似たような影響を及ぼしている。銀行や企業の問題に起因する不良債権問題では，その影響に対する懸念が中国や台湾，ベトナムでも高まっているが，資本移動規制や膨大な国際収支黒字により，今のところそれは国内の問題に留まっている。

巨額の財政赤字を減らす義務は東アジア地域の政策課題の中でも最優先事項である。特に日本では1999年から財政赤字は増大している（対GDPで6.1％以上，表1.1参照）。またここ数年，香港（2000～03年），台湾（2000～03年），マレーシア（2000～05年），フィリピン（1999～2004年）でも財政赤字がGDPの3％を超えた。2004年または2005年にはそのほとんどの国で赤字幅は3％以下に縮小したが，日本は引き続き巨額の赤字に苦しみそうだ（表1.2）。日本の財政赤字はこのように異常なほどに増大し続けており，今後政府が赤字削減のための厳重な措置を執った場合には，経済成長が減速するかもしれない。

対外貿易と政策－　多くの東アジア地域の経済は国際貿易に依存しており，最近の貿易額の急激な増加により非常に大きな恩恵を受けている。例えば，2006年1月からの9～11ヵ月間のデータに基づく予測では，東アジア主要11ヵ国・地域の輸出総額の合計は3兆2,400億米ドルに達し，11ヵ国のGDP合計の34％となった（表1.1）。3年連続の大幅増を記録し，輸出は2002年の1兆6,400億米ドル（対GDP比で23％）から98％も増加した。2005～06年における世界の輸出総額のうち，東アジア経済全体では27％以上を占め，過去最高となった（International Monetary Fund，various years d；United Nations，2007）。輸入総額は輸出総額より小さいものの，2002年の1兆4,600億米ドルから2006年の2兆8,800億米ドルへと輸出同様に大きく増大した。貿易は特に香港やシンガポール，マレーシアにおいて重要であり，2003～06年には輸出総額がGDPを上回っている。また同様に台湾，タイ，ベトナムでは，輸出が対GDP比で50％を超えた。移行経済である中国とベトナムでは，2002～06年にかけて，輸出総額と輸入総額がそれぞれ倍増している。他の国においても貿易額は急速に伸びている。

後に続く章でも強調するが，東アジア諸国・地域の貿易のほとんどは域内の他の経済との取引であり，特に中国と他の東アジア経済との貿易が最近急速に伸びている。したがって，中国経済が減速すればそれに比例して同国の輸入が減少するため，他の東アジア諸国・地域に悪影響をもたらすことになるだろう。日本経済の減速も同様の影響をもたらすと予想される。その他の東アジア諸国・地域も互いに重要な貿易相手国である。また，依然として米国や欧州工業国への輸出が多く，東アジアにとってこれらの国々の経済動向も重要な意味合いを持っている。

域内貿易の重要性が増していることなどから，東アジアの国・地域は最近，二国間および地域貿易協定締結を推進している。シンガポールは特にこれに関して積極的で，タイや韓国，マレーシア，フィリピン，インドネシアもますます積極的になってきた。中国と日本は多くの東アジアの経済を巻き込む広範囲な協定設立案を出しているが，具体的な進展はほとんど見られていない。多くの国際経済学者は，一般的に二国間・地域貿易協定の方が多国間貿易協定と比べ貿易障壁が高くなり利益も少ないという理由で，二国間・地域貿易協定の積極的追及を疑問視している。一方，多国間貿易協定の交渉は難航しており，多国間交渉が暗礁に乗り上げていることを考えると，二国間・地域貿易協定を追及することが貿易の自由化を促進する，実現可能な最良の案であると主張する専門家もいる。交渉の進展に関わらず，東アジア経済は明らかに近年の貿易拡大による多大な恩恵を受けており，こうした交渉が貿易自由化の促進につながることに非常に大きな期待を寄せている。

政治経済－　政治面を見ると，2006年は引き続き比較的落ち着いた年であった。日本では，おおむね平穏無事に安倍政権が誕生した。新首相は前首相と比べるとカリスマ性に欠くが，前政権の政策を引き継ぐと予想される。また，安倍首相は，戦犯が祀られている靖国神社へ前首相が参拝したことで生み出された緊張を緩和するための工夫をしてきた。しかし，安倍首相は靖国神社参拝の有無を明言しなかったことが周辺諸国との政治的な関係改善に影を落としている。日本は，北朝鮮を含めた北東アジアでの政治的関係において著しい改善が見られなければ，重要な地域統合に向けた動きは取れなくなるだろう。

韓国と台湾では与党の勢力がこの1年でさらに弱くなった。2007年後半には韓国で選挙が行われるが，盧武鉉大統領の後任が誰になるかは不明瞭だ。北朝鮮で核実験とミサイル実験が行われたことで，朝鮮半島の核問題解決のためには交渉と経済交流が重要であるとする盧大統領の対北朝鮮「太陽政策」は，サポートが得られなくなっている。台湾では，中国に対する姿勢や一族の不正疑惑発覚のため，陳水偏総統が次第に孤立する形となっている。中国は，加熱する経済を抑えることに苦労しているが，政治的な安定は保っているように見える。

インドネシアでは，政府が改革を推し進めようとしているが，政策プログラムの達成度は非常に低い。一方で，2006年は年間を通して新たなテロ攻撃もなく，安全対策の面で大きな問題は起きなかった。マレーシアでは，マハティール前首相が現政権の方針に対する攻撃を続けているが，その効果はそれほど大きなものではない。同様にフィリピンでは，弾劾を免れたアロヨ大統領が政治改革を進めることができた。ベトナムでは新しい政権が誕生し，シンガポールでは筋書き通りに与党が再選を果たした。一方，タイでは政治的激変があった。タクシン前首相はまず，彼の一族が大手通信会社の株式をインサイダー取引したことで厳しい批判を浴びた。タクシン政権はバンコクで批判が広がっていないうちに解散総選挙を行い，圧勝したものの，9月には軍によるクーデターで崩壊した。軍事政権下の変遷は穏やかではなく，バンコクでは大晦日の数回に渡る小規模の爆撃に脅かされた。臨時政府は2007年に総選挙を行うことを約束したが，目標が達成されるかどうかは難しく，タイの状況は東アジアのなかで最も不確実な面が多い。

政治的に最も大きなリスクは安全保障関連であることに変わりはない。北朝鮮の核の脅威は現在最も深刻な問題である。日中韓間の関係改善が思うように進まないことが，この問題の解決の妨げとなっている可能性もある。また中国と台湾との関係は，表面的にはここ数年落ち着いているように見えるが，紛争勃発の可能性は依然として存在する。東南アジアでは，インドネシア，フィリピン，タイ南部におけるイスラム過激派の動きに注意を払う必要がある。アジア以外の地域では，イスラエル・パレスチナ紛争解決の問題があり，またイラクでは再建に反感を持つイスラム過激派の暴動が，穏健派のイスラム教徒の間での懸念材料となっている。
本報告書の構成－　この概要の後に，本報告で分析した各経済の主な動向や見通しを簡潔にまとめた11章が続く。各章には経済成長やインフレ，国際経済取引の動向や見通しを分析したものも含まれ，それに関連した経済政策および政治問題もまとめている。各章では各経済の日本との経済関係についてもまとめ，第2章（日本）では北九州市の経済と他の東アジア諸国・地域との貿易についても簡単にまとめた。

最近の現状について，表1.1～1.2および第2～12章の表1～2は2006年の推定値（‘2006e’で示している）を示す。ほとんどの場合は公式の推定値・予測値ではなく説明目的で添えられたものである。表1.2に要約するいくつかの予測値と違い，本報告書の2006年の推定値は経済モデルに基づいたものではなく，各章の章末にある「データの出所および注」に詳述する予想の下，経験に基づいた推定により導き出した数値である。例を挙げると，人口増加率についての予想は大抵過去の年率増加率からの推定であり，為替レートや株価は通年の確定値に基づいている。これらの推定値は比較的正確であるはずだが，その他の指標については推定値の誤差幅が大きい場合もある。GDP成長率やインフレ率（GDPデフレータの上昇率）に関する予想は（1）表1.2に要約した予測やその他の関連予測，（2）2006年第1～3四半期のデータ（入手できたもの），（3）当該国の事情に通じた学者，政策当局者，その他との談話から得た知見の評価に基づいている。その他の指標の推定値は2006年1月からの9～11ヵ月間の傾向から外挿した。

最後に，本報告書で利用した情報の収集にご協力下さった多くの方々に感謝すると共に，本報告書の誤謬，見解の責任はすべて執筆者・編集者に帰することを申し述べておきたい。
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